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高校改革プラン「実施計画」の修正を求める要請書
　冠省。

７月１０日の６月県会最終日、高等学校設置条例の改定案が本会議で可決されました。

　まず、今回の異例ともいうべき条例改正に至った全責任は、高校改革プランを強引に進めてきた県教育委員会にあります。これまで高校改革プランについて、地域の反対をそのままにしてなぜこの再編をすすめるのか、なぜ来年４月一斉実施を急ぐのかなど、疑問の声が多く寄せられ続けていました。該当校からも「良い学校をつくろうとしても、このスケジュールでは無理である。もっと検討の時間がほしい」という訴えがありました。これらに対して、県教育委員会は誠意ある説明や合意形成の努力を重ねるのではなく、再編案の既成事実化を急ぎ、反対論や慎重論を封じ込め、諦めさせようとしてきました。

　今回の設置条例改定の動きは、このような県民の憤りを背景にしていました。今こそ県教育委員会は、「実施計画」のすすめ方について軌道修正をして、混乱の収束を図るべきです。「実施計画」の軌道修正は、中学生や学校現場の不安をいっそう大きくするのではないかという声もないわけではありません。しかし、私たちは、「実施計画」の修正によって生じる諸課題は、より良い学校づくりのための産みの苦しみととらえるべきであると考えます。「実施計画」をこのまま強行することによってひきおこされるであろう今後の問題、生徒たちへの悪影響のほうがはるかに深刻です。

　私たちは、条例改正案の背後にある「一斉実施にこだわるのではなく、地域の納得や合意があり、準備が整った再編から順次行い、真に魅力ある学校をつくってほしい」という県民の願いを深く受けとめ、高校改革プラン「実施計画」を修正することを一刻も早く決断することを求め、ここに以下の要請をします。

一　地域や学校関係者の合意を得た実施計画とするため、来年４月一斉実施を先送りすること。

二　該当校には、十分な検討の機会を保障し、短期間の無理な検討を強制しないこと。

